
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

平成29年度 新庁舎建設基本計画  

新庁舎配置計画 検討資料 

資料-* 

※ 本資料は、基本計画策定に向けて、事務局にて検討中の資料です  
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① 新庁舎の規模 
（１） 新地方債（起債）基準に基づく面積上限 
入庁職員数（３役を除く正規職員） × 基準面積（35.3㎡） 

 169人   ×   35.3㎡         ＝ 5,965.7㎡ 

                              

（２） 旧地方債（起債）基準に基づく面積+付加機能（国新営一般庁舎、類似事例参考） 
〔職員数（３役、臨時職員含む。）×職別換算率×単位面積+附属面積〕 + 付加機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 

参考）同規模自治体における近年の類似事例 

    平均値 32.52㎡  ×  入庁職員数 204人   ＝  6,634㎡ 

  

② 新庁舎以外の施設規模 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項  目 
内訳 

（基準による区分） 
人数等 

面積 

（㎡） 
備 考 

（ア）事務室 特別職、一般職員 204人 1,331.55 職別×換算率 

（イ）附属面積 
倉庫、会議室、便

所、玄関等 
－ 2,774.16 事務室面積×基準割合 

（ウ）議会関係諸室 
議場、委員会室、控

室等 
13人 455.00 議員定数×３５㎡ 

庁舎面積 － 4,560.71   

室区分 面積（㎡） 算定 

災害対策本部機能 345 他市事例より（災害対策本部、通信室等） 

健診機能 450 他市事例より（検診室、調理室、消毒室、相談室等） 

その他 370 他市事例より（銀行、キッズスペース、休養室等） 

合計 1,165  

新庁舎に求められる機能 新庁舎に求められる施設規模 

■ 災害時のアクセス 

・災害発生時における防災活

動の拠点となるため、支障

なく活動できるよう緊急

時のアクセスを踏まえた

配置計画が必要となる。 

■ 通常時のアクセス 

・来庁舎にとって分かりやす

く、利用しやすい動線計画 

・窓口機能の配置を意識した

動線計画 

・バリアフリーの動線計画 

■ 交流拠点となるオープン

スペース 

・市民が来庁時に憩えるオー

プンスペースを設けるこ

とで地域や来訪者が交流

するコミュニティ空間を

創出する。 

■ コストの縮減 

・建設コストだけでなく、新

庁舎に求められる機能を

満たし、将来的な維持管理

コストの縮減を図る。 

■ 将来計画を踏まえる 

・社会情勢や市民ニーズの変

化に対応可能な配置計画

とする。 

■新庁舎の規模（延床面積） 

・4,560.71㎡   +    1,165㎡     ＝ 5,725.71㎡ 

  ※ 職員１人あたりの面積              28.06㎡ 

■駐車場(自動車・2輪車・自転車)の規模 

自動車駐車場 来庁者51台、公用車40台 91台 

バイク置き場 来庁者5台、公用車6台、職員用15台 26台 

自転車置き場 来庁者5台、公用車10台、職員用25台 40台 

 

■ 新庁舎の“顔”をつくる 

・“下田市の顔”に相応しい

周辺景観に調和した空

間・意匠計画とする。 

① 事務効率・快適性の高い機能的な
庁舎 

② 市民ニーズの変化に柔軟に対応で
きる庁舎 

① 周辺環境や景観と調和し、下田市
民のシンボルとなる庁舎 

① 市民にとって便利で利用しやすい
庁舎 

② 来庁者に判りやすい窓口の配置と
最適な動線を考慮した庁舎 

① 大規模な地震や津波に強い庁舎 
② 貯水施設や非常用電源を備えた庁
舎 

③ 災害時にも業務継続が可能な庁舎 
④ 防災情報を確実に伝達する機能を

 

① 環境や省エネルギーに配慮した庁
舎 

② ライフサイクルコストの低減を考
慮した庁舎 

② 来訪しやすく憩いの場となる庁舎 
③ 市民と公共との交流・活動の場と
なる庁舎 

① 高齢者、障がい者、老若男女を問
わず容易に利用できるユニバーサ

ルデザインを取り入れた庁舎 

① ＩＣＴ機能の充実と、セキュリテ
ィ機能を強化した庁舎 

１． 

防災拠点機能を備

えた庁舎 

２． 

市民の利便性を

考えた庁舎 

３． 

市民の交流の場と

なる庁舎 

４． 

すべての市民に開

かれた庁舎 

５． 

情報化社会に対応

した庁舎 

６． 

環境に優しい庁舎 

７． 

職場環境の効率性

を高める庁舎 

８． 

シンボル性のある

庁舎 

災
害
に
強
い 

安
全
な
施
設 

す
べ
て
の
市
民
に
と
っ
て 

使
い
や
す
く
、
快
適
な
施
設 

持
続
的
で 

経
済
的
な
施
設 

働
き
や
す
く
、
柔
軟
で
効
率

的
な
施
設 

基本理念 基本方針 導入機能 

基本方針における課題 市庁舎計画の基本方針 

【配置計画における「施設機能」と「施設規模」について】 
○ 市庁舎は延床面積約5,700㎡の規模となる。 
○ 市庁舎以外の施設として、駐車場91台・バイク置場26台・自転車置場40台が必要となる。 
○ これまで検討されている施設機能を実現するため、左記の課題を検討する必要がある。 
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項 目 内 容 

１ 計画地 下田市河内45番2 

２ 敷地面積 4,523㎡（登記地積）  4,486㎡（CAD求積）  

３ 前面道路 
北側）市道蓮台寺停車場線 

東側）国道414号(開発道路経由) 

４ 用途地域 第2種住居地域 建ぺい率60％/容積率200％ 

５ 防火地域 22条地域 

６ 日影規制  

７ その他  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新庁舎建設候補地の概要 

建 設 候 補 地 の 概 要 

建 設 候 補 地 の 位 置 図 

建 設 候 補 地 の 周 辺 状 況 

・市域の中央付近、稲生沢地域内に位置し、主要幹線道路である

国道 414号と伊豆急行線蓮台寺駅に近接している（同駅まで

約160ｍ） 

・市内各地域とのネットワークは、国道 414号線を主軸に県・

市道を経由する形となる。 

稲生沢地域 

稲梓地域 

白浜地域 

浜崎地域 

朝日地域 
下田本郷地域 

凡   例 

 主要幹線道路(国道) 

 主要道路(県道) 

 地域に密着した道路 

(市道) 

 鉄道(伊豆急行線) 

 対象地 

※各道路幅員はCAD計測による 

市
道
立
野
お
吉
ヶ
淵
線 

市道 

蓮台寺停車場線 

伊
豆
急
行
線 

蓮
台
寺
駅 

市道  市道 蓮台寺停車場線 

 

 

【幅員】 

・車道：約6ｍ 

・歩道：約1.5ｍ 

【特徴】 

・周辺店舗への出

入箇所が多い 

市道  市道 立野お吉ヶ淵線 

 

 

【幅員】 

・車道：約6.5ｍ 

・歩道：なし 

(ｶﾗｰ舗装) 

【特徴】 

・中学校の通学路と

なっている 

市道  私道 位置指定道路 

 

 
国道  国道414号 

 

 

【南側隣接地】 

平成 33年以降、中学

校の廃止が予定されて

おり同敷地は将来、公

共施設用地となる 

【西側隣接地】 

対象地西側水路を挟んで住

宅地となっている 

【幅員】 

・車道：約4.0ｍ 

・歩道：なし 

【特徴】 

・建設候補地の接道範囲

はすべて H3.5ｍの高

低差が生じているた

めアクセスできない。 

【特徴】 

・建設候補地に接道して

いない。 

・候補地への入口(開発道

路)が北側交差点と近

接（約 50ｍ）してお

り、南下する車両の右

折が困難である。（右

折レーンが取れず危

険） 
【バス停留所】 

建設候補地の最寄のバ

ス停留所は「河内温泉」

となり、松崎・下田駅

両方面に平均約 1本/

時間（平日・土日）の

頻度で運行されている 
東
海
バ
ス 

河
内
温
泉
停
留
所 

【建設候補地の課題について】 
○ 建設候補地は北側市道と東側開発道路の 2箇所接道しているが、いずれも
間口は狭小である。 

○ 国道 414号が広域のメインアクセスとなるが、建設候補地は国道に接道し
ておらず、開発道路を経由して進入しなければならない。さらに、建設候補地と
開発道路には約 3.5ｍの高低差があり、現在は直接出入りすることができ
ない。 

○ 西方面からの来庁舎のメインアプローチは北側市道となるが、幅員が狭く、接道
範囲も狭い。 

○ 南側に隣接する中学校は将来的に廃止が予定され、公共用地として活用され
る可能性が高い 

【広域交通体系】 

・伊豆縦貫自動車道の整備が進められてお

り、対象地北部にて国道414号へ接続す

る(仮称)蓮台寺 ICの整備が計画されてい

る。 

 

歩行者ルート 

車両ルート 
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【敷地形状の課題】 

 

【アクセスの課題】 
 

建設候補地における課題の整理 

・現在進入可能な入口は北側のみ 

・北側は間口が狭く、大型・中型車両

の出入は対向車線をふさぐ形となる 

・北側が不整形であるため、建築

可能範囲が南方向に限られる 

歩行者想定ルート 

車両想定ルート 

■西側隣接地 

圧迫感の軽減 

■ 災害時のアクセス 
・災害発生時における防災活動の

拠点となるため、支障なく活動

できるよう緊急時のアクセス

を踏まえた配置計画が必要と

なる。 

■ 通常時のアクセス 
・来庁舎にとって分かりやすく、

利用しやすい動線計画 

・窓口機能の配置を意識した動線

計画 

・バリアフリーの動線計画 

■ 交流拠点となるオープン

スペース 
・市民が来庁時に憩えるオープン

スペースを設けることで地域

や来訪者が交流するコミュニ

ティ空間を創出する。 

■ コストの縮減 
・建設コストだけでなく、新庁舎

に求められる機能を満たし、将

来的な維持管理コストの縮減

を図る。 

■ 将来計画を踏まえる 
・社会情勢や市民ニーズの変化に

対応可能な配置計画とする。 

■ 新庁舎の“顔”をつくる 
・“下田市の顔”に相応しい周辺

景観に調和した空間・意匠計画

とする。 

基本計画における課題 

建設候補地における課題 

【施設規模の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■南側隣接地 

南側の将来利用を踏まえた計画 

（敷地利用・連絡通路確保・車両進入） 

・東側進入は高低差が大きいため、車

路が必要となる 

・車路は大型車対応の場合、北方向へ

の進入となり、隣地駐車場の利用や

耐荷重の大きい構造が必要となる 

高低差

3.5ｍ 

隣地駐車場 

新庁舎建築における課題 

≒6.0ｍ 

・市庁舎は延床面積約5,700㎡の規模となる。 

・圧迫感軽減のため、建築高さを極力抑制することが望

ましい 

→３階建の場合：建築面積 1,900㎡ 

 (5,700㎡/3F＝1,900㎡) 

→４階建の場合：建築面積 1,425㎡ 

(5,700㎡/4F＝1,425㎡) 

・市庁舎以外の施設として、駐車場 91台・バイク置場

26台・自転車置場40台が必要となる。 

 

・敷地面積が小さく、建物を配置すると駐

車スペース(90台)の確保が困難となる 

・東側に高低差が生じているた

め、アクセスするには東側に進

入スペースが必要となる 

・進入は北側・東側のみであるた

め、車路・駐車スペースを効率

よく配置するためには、建築範

囲は南西側が望ましい 

車路・駐車場 

ゾーン 

庁舎建築 

ゾーン 

■ボリューム検討 

建築面積1,900㎡

を配置した場合 

→車路なしで駐車

場台数は 60台

程度となり、30

台程度不足する 

→敷地面積に余裕

がなくｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰ

ｽや転回などの整

備が困難となる 

敷地面積 

≒4,500㎡ 

建築面積 

1,900㎡ 

（３F建） 

【コストの課題】 

 

 
■事業コスト基本方針：30億円 

■事業コストの概算 

①【市庁舎】 

・耐震構造（S造） 

≒20.6億円（360千円/㎡） 

・耐震構造（RC造） 

≒22.8億円（400千円/㎡） 

・免震構造（RC造） 

≒25.7億円（450千円/㎡） 

②【立体駐車場】（１層２段・30台） 

・簡易駐車場（小型のみ） 

 ≒0.4億円 

・人工地盤（大型対応） 

 ≒0.9億円 

・スロープ（大型対応） 

 ≒0.1億円 

→大型車両の動線の確保は、将来南側隣接地（稲生沢中学校跡地）

の利用で解消される可能性が有るが現段階では未定である。 

③【その他】（用地費、設計・監理費、引越し、備品、解体） 

 ≒5.8億円 

参考）市庁舎の一般的な 

建設コスト 

→耐震構造（S造1F～4F）： 

3４0～３６0千円/㎡程度 

→耐震構造（RC造1F～4F）： 

380～400千円/㎡程度 

→免震構造（RC造4F～）： 

400～450千円/㎡程度 

■東側隣接地 

大型車進入のため

に利用が望ましい 

■国道414号 

右折は困難 

建築可能範囲 

駐車・進入施設 

が想定される範囲 

敷地の”顔”となる

範囲、緑地等のｵｰﾌﾟﾝｽ

ﾍﾟｰｽ整備が望ましい 

参考）立体駐車場（１層２段）

の一般的な建設コスト 

→簡易駐車場（小型車限定）： 

1,300千円/台程度 

→人工地盤（大型対応）： 

3,000千円/台程度 
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■ 新庁舎の配置比較検討 
 

 

 

提案内容 

   

・車両の進入を北側のみとし、必要駐車台数を敷地内に確保するこ

とで東側の車路と立体駐車場に伴う整備費用を抑えた案 

（大型車両進入ルートは南側隣接地拡張後に整備） 

・国道側からの大型車両進入を整備し、併せて東側に立体駐車場を

設けることで、敷地北側にスペースを持たせる案 

（大型車両進入ルートは庁舎建設時に整備） 

・国道側からの進入を小型と簡易駐車場(2FLレベル)に限定、コス

トを抑制しつつ、アクセス集中を緩和させるA・Bの折衷案 

（大型車両進入ルートは南側隣接地拡張後に整備） 

市庁舎 
３F（一部4ForB1） 

→１F1,533㎡ /２F1,864㎡/3F1,864㎡/4F・B1439㎡ 

４F（総4F） 

→１F1,430㎡ /２F1,430㎡/3F1,430㎡/4F・B11,410㎡ 

3F（一部4ForB1） 

→１F1,843㎡ /２F1,843㎡/3F1,843㎡/4F・B1171㎡ 

駐車場 1F：90台 2F立体駐車場：なし 1F：63台 2F立体駐車場：人工地盤27台 1F：62台 2F立体駐車場：簡易駐車場28台 

スロープ 東側スロープ（1F⇔2F）：なし 東側スロープ（1F⇔2F）：あり（大型車対応） 東側スロープ（1F⇔2F）：なし 

配置 

イメージ図 
   

通常時 

アクセス 

・南側拡張整備まで車両進入は狭小な北側のみに限定されることか

ら、来庁舎の出入が煩雑となり、北側道路への動線が集中する。 

・主要動線となる東側国道からの車両進入が可能となり、北側道路

への動線集中が緩和される。 

・東側国道からの車両進入は可能であるが、1F⇔2Fの車両動線は

なく、小型の駐車場利用のみに限定される。 

・敷地北側に余裕は生じるが北側動線への集中緩和効果は少ない。 

災害時 

アクセス 

・将来の南側拡張整備まで大型車両の進入は間口が狭小な北側のみ

に限定されることから、大型車両進入のアクセス性に劣る 

・庁舎整備と同時に災害時の主要動線となる国道側からの大型車両

の進入が可能となる。 

・将来の南側拡張整備まで大型車両の進入は間口が狭小な北側のみ

に限定されることから、大型車両進入のアクセス性に劣る 

市民交流 

ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽ 

・庁舎と駐車場で敷地面積を占めるため、敷地内の余裕が少なく、

将来の南側拡張整備までオープンスペースの整備が困難となる 

・車路で敷地利用を圧迫するが、駐車場を1層２段とすることで、

緩和することができる。 

・２段目の駐車場を南側に拡張することで、さらに市民交流などの

オープンスペースの整備が容易になる。 

・車路を設けず、駐車場を1層２段とすることで、敷地に余裕がで

きる。 

・２段目の駐車場を南側に拡張することで、さらに市民交流などの

オープンスペースの整備が容易になる。 

コスト(概算) ・立体駐車場整備を伴わないため、コストの抑制が図れる 
・立体駐車場（人工地盤）の整備、スロープ整備のコスト増加 

・概算事業費：A案＋1.0億程度 

・立体駐車場（簡易駐車場）の整備によるコスト増加 

・概算事業費：A案＋0.4億程度 

将来対応 
・南側隣接地への拡張利用により、初期投資を抑制して大型車進入

路と駐車場を確保することが可能 

・南側拡張後も国道側からの進入はできない 

・南側隣接地の将来整備を待たず、国道からの大型車進入、必要駐

車場台数、ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽを確保することが可能であるが、南側拡張

後も人工地盤が残存し、拡張利用に支障となる可能性がある。 

・南側隣接地の将来整備を待たず、必要駐車場台数とｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽ

を確保することが可能であるが、南側拡張後も国道側からの進入

はできず、拡張利用に駐車場が支障となる可能性がある。 

周辺への影響 ・3階建かつ敷地境界から離隔を取るため周囲への圧迫感は少ない ・総４階建かつ西側に近接するため、隣接地への圧迫感が大きい 
・3階建であるが、西側立面積が広く、西側へ近接するため隣接地

への圧迫感は大きい 

 

Ａ案【コスト優先案】 Ｂ案【アクセス優先案】 Ｃ案【アクセス+コスト折衷案】 

新庁舎配置計画(案) 

【配置検討における前提条件】 
・敷地形状、敷地面積は都市計画基本図を基本とする(登記簿面積4,523㎡、図上ＣＡＤ求積4,486㎡) 

・想定する新庁舎の概略ボリュームは延床面積5,700㎡程度、駐車台数90台程度 

・南側隣接地は新庁舎整備後、学校廃止に伴い公共利用が見込まれるため、南側隣接地へのアクセスに対応可能な計画とする 


